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  本日（6月 29日）、日本経済新聞社「スマートシティ・インスティテュート特別フォーラ

ム」（オンライン）(10：00～18：20)が開催された。主催者によると、5,000 人参加したと

のことである。 

また、6 月 17 日（水）には、横浜企業経営支援財団・横浜市中小企業センター「海外情

報提供編（中国・上海）(15:00~15:50)（オンライン・Zoom）が開催された。 

さらに、6月 27日（土）には、私の研究会 (10:00~12:00)（オンライン・Webex）が開催

された。明日（6月 30日）（火）には、別の研究会(18:00~20:00)（オンライン・Zoom）が

予定されている。 

何れも、コロナ禍以前には考えられなかつたことである。そして、おそらく、このような

会議は、コロナ禍が去っても、オンラインが常態化して、時々オフラインが開催されるよう

になるのではなかろうか。 

一方、在宅勤務については、単なる在宅生活をしている筆者には体感できないが、以下の

ようにいろいろと報道されており、上述のオンライン会議と同等のことが起こっているよ

うに思われる。 

例えば、「雇用制度、在宅前提に」（日経(2020.06.08)1）、「在宅勤務の法制化」の動きが欧

州に」（日経(2020.06.12)2）、さらに「行政デジタル化へ新組織」（日経(2020.06.22)3）とも

報じられている。 

まさに、前報（筆者(2020.06.12)4）に引用した「各種仮想作業空間相関図」(Pruitt & 

Barrett(1991)5)が、行政仮想作業空間も含んで実現されようとしているのである。しかし、

以上述べたことは「オフィスワーク」に限定されているように思われる。 

ところが、「工場在宅勤務「3割超に」（日経(2020.06.25)6）が報道された。しかし、これ

は、いわゆる一般的な意味での「オフィスワーク」という通念を超えているが、考えてみれ

ば、たとえそれが工場で行われるとしても「生産管理など」であれば、「オフィスワーク」

に違いなく、リモートワークになることに対する何らかの補強的対策、例えばオンライン・

コミュニケーションによる補完などが必要かもしれないが、一般的に実現可能であろう。 

また、コロナ禍の影響がさらに進んで、「『工場シェア』コロナで加速」（日経(2020.06.28)7）

というような記事が掲載されるようになった。こうなると、これはビジネスモデルの問題で

ある。仮に、ビジネスモデル体系を図 1 のように示せる（筆者(2016)8）とすると、複数の

企業が同一の工場をシェアすることから B/B2M とでもいうべき新たなビジネスモデルが

誕生したことになる。 
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言い換えれば、図 2

（ Ulrich & Probst 

(1991)9）に示す自然の

「生態系」が「技術シス

テムを攻撃し、攻撃され

た「技術システム」が「社

会システム」を変貌させ

たのである。 

従来、我が国の伝統的 

な系列と呼ばれる企業 

図 1 ビジネスモデル体系          間取引構造が、バブル崩

壊後の日本経済の

構造変化に伴い、

大きく変化したと

言われていたが

（ 中 小 企 業 庁

(2007)10）、今回の

コロナ禍は、この

取引関係にさらな

る変化、すなわち  

「デジタルトラン

スフォーメーショ 

 図 2 システムの体系的分類          ン」をもたらしつつ

あると言えよう。だとすると、我々「社会システム」は、「生態系」に何を贈ったらいいの

であろうか。もしかすると、それは「SDGs」(Sustainable Development Goals)なのであろ

うか。 

ところで、我が国の「デジタルトランスフォーメーション」は、どうなっているのであろ

うか（筆者(2020)11）。 

2018年後半に、総務省から「平成 30年版情報通信白書」で「デジタルトランスフォーメ

ーション」(DX)を取り上げ、また経済産業省からは「DXレポート～ITシステム「2025年

の崖」の克服と DXの本格的展開～」が発表されている。 

引き続いて、同年 12月に、「DX推進ガイドライン」(2018)12）が公表されている。まず、

その構成を図 3に示す。 

「1.仕組」は、「システムズエンジニアリング」の分野で、後者の「2.ITシステムの構築」

は、「プロジェクトマネジメント」の分野で良く知られていることである。そうはいっても、

情報システム投資（以下、情報投資という）については、その評価方法が確立されていると 
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図 3 DX推進ガイドラインの構成 

は言えない状況である。 

ここで、問題は「10.IT資産の分析・評価」である。何故なら、企業における IT資産（情

報システム）は設備資産や労働などの資産同様、1つのサブシステムであるから、どのサブ

システムであろうと企業全体のシステム（企業システム）から、切り出して評価することは

不可能で、企業システムに「埋め込んで」評価するしかないのである。 

筆者の知る限り、まともに「IT資産の分析・評価」をした事例はない。そこで、2014年

に、東京証券取引所第一部上場企業 969 社の評価事例（筆者(2014)13）について述べると、

ファーストリテイリングが正味利益現価基準で、総合利率 3 位、情報利率では 1 位であっ

た。そこで、同社の全利率の経年推移を図 4に示す。 

 

              図 4 利益率の推移 

 ここで、注目すべきは、2000 年度から 2004 年度までは総合利率と経費利率（人件費
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を含む）が重なっているが、2012 年度から 2017 年度までは総合利率と情報利率が重なっ

ていることである。これは、まさにビジネストランスフォーメーションが起こっている証左

と言えよう。さらに、2015 年度以降情報利率が急激に上昇している、これはアクセンチュ

アとの協業が功を奏したものであろう。 

なお、業種別には、情報利率が正値であったのは、17業種のうち食品(0.000)、パルプ・

紙(0.007)、窯業(0.001)、鉄鋼(0.001)、商業(0.000)、サービス(0.023)の 5業種のみであった。 

いずれにしても、今年度のコロナ禍がどのような結果になったのかは、来年 3 月末付の

有価証券報告書が公表される 6 月末まで待たなければならない。果たして、どのような結

果を見ることになるのであろうか。 
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